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子どもの健康と環境に関する世界の研究動向
　近年、環境の変化に対する子どもの脆弱性に世界的関心が高まっており、各国で環境と
子どもの健康との関連性を解明し、子どもの健康を守るための調査研究が開始されている。
成長過程や環境変化に対する感受性は成長時期によって異なるため、調査研究は胎児期か
ら青年期に至るまでの長い時間軸での環境の影響を把握することが非常に重要である。
　特に、米国では 1997 年に「環境中の健康と安全リスクからの小児の保護」という大統
領令を発令し、省庁連携で小児の環境保健と疾病予防に関する研究プロジェクトを立ち上
げている。さらに 2000 年には小児保健法（Children's Health Act）を制定し、国立小
児保健発達研究所に全米子ども調査を実施する権限を与えて、調査実行のための準備を進
めてきた。さらに、2009 年 1 月から、年間約 100 億円を越える予算を投入する大規模疫
学研究が開始された。我が国でも環境省は小児の環境保健に関する検討を行ってきたが、
2010 年度から全国規模で約 6 万人を目標として、妊娠から出生後 12 歳までの追跡調査
を実施する予定である。このほか、厚生労働省の 21 世紀出生児縦断調査など、我が国に
もいくつかの調査研究があるが、それぞれ個別に計画・実施されており、米国のように全
ての要素を取りこみ、包括した国家プロジェクトとして実施する取り組みとは国家戦略と
いう意味では隔たりがある。コホート研究実施の困難さや子どもの健康、成長発達には多
種多様な要因が相互に関わることを考慮すれば、共通の基盤の上で、各分野における目的、
仮説を検証するための方策を探ることが調査の科学的合理性や効率の面から必要である。
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1  はじめに
科学技術動向研究
子どもの健康と環境に関する
世界の研究動向
新田　裕史
客員研究官
　世界各国で環境汚染による健康
被害の問題が生じた際に、大人に
比べて胎児や小児がより深刻な被
害を受けたと考えられる事例が報
告されている。子どもの成長過程
において、ある種の汚染物質に対
して感受性の高い時期があること
も知られている。胎児・小児の身
体・精神が発達・成長する過程では、
さまざまな器官によってそれらが
成熟していく時期が異なり、その
ため感受性の高いと考えられる時
期に違いが生ずる。また、胎児期
に低栄養状態にあったことが成人
になってから心血管系疾患などの
生活習慣病と関係するという、い
わゆる Barker 仮説を支持する知
見も存在する。さらには、医療・
福祉の向上にも関わらず、アレル
ギー疾患のように、前世代よりも
現世代の方が発症率・有病率が増
加していると考えられる疾病も存
在する。
　さらに、子どもは環境汚染物質
の曝露に関して成人に増して受動
的である。子ども特有の行動や体
重当たりの食物摂取量が成人より
も多いことや、環境汚染物質の体
内動態の特性から、子どもは環境
汚染物質の曝露を成人よりも多く
受けるという特徴を持っている。
　近年、環境の変化に対する子ど
もの脆弱性に関する関心が世界的
に高まっており、米国をはじめと
して世界各国で、環境と子どもの
健康との関連性を解明し、子ども
の健康を守るための方策を見出し
て、予防・治療に役立てようとす
る調査研究が開始されている。こ
こでは、それらの世界の研究動向、
特に最も大規模な調査を計画して
いる米国の試みを詳しく紹介し、
今後の我が国おける研究の方向性
を示したい。
2  背景
　環境汚染の子どもに対する影響
をより重視しようという考え方が
国際的な動きとして初めて明確に
示されたのは、1997 年の子どもの
環境保健に関する 8 カ国環境大臣
会合における「マイアミ宣言」であ
る。この宣言において、子どもの
環境保健は環境問題の最優先事項
であり、環境大臣の権限において、
子どもの健康と環境との関連性に
関する研究を推進し、子どもに注
目したリスク評価の実施や基準設
定等にその結果を反映させること
などが示された。
　米国においては、1993 年に米国
科学アカデミーが小児の食事中の
殺虫剤の健康リスクに関する報告
書“Pesticides in the diet of infant 
and children”を発表して、小児の
脆弱性を考慮することを提言した。
これを受けて、環境保護庁は 1995
年に小児の健康リスクを考慮した
新しい政策を発表するとともに、
1996 年には食品保護法を改正し
て、小児の脆弱性を考慮して殺虫
剤や残留性汚染物質の基準設定を
行うことを定めた。
　1997 年には当時のクリントン
大統領が「環境中の健康と安全リス
クからの小児の保護」という大統領
令を発令して、子どもの環境保護
と安全に関する作業部会を組織し
た。環境保護庁や国立環境衛生科
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学研究所は小児の環境保健と疾病
予防に関する研究プロジェクトを
立ち上げた。これが、後述する全
米子ども調査 (National Children’s 
Study) に繋がって行くことになっ
た。また、米国における種々の環
境基準が、子どもに特有なリスク
を考慮していることを確実に示す
ことを要求した。その結果として、
環境基準設定の科学的根拠を評価
した全ての文書には、子どもに関
するリスク評価が必ず盛り込まれ
ることとなった。
　一方、欧州では 1999 年の「第 3
回環境と健康に関する大臣会合」に
おいて、欧州における小児の健康
保護に関する環境政策の方針が定
められた。2004 年に開催された第
4 回大臣会合では、欧州の小児環
境・健康アクションプランが採択
され、関係各国が 2007 年までに
自国の小児環境・健康アクション
プランを策定することが示された。
このような検討を踏まえて、デン
マークやノルウェーでは国家プロ
ジェクトとして、子どもの健康に
関する疫学研究が開始されている。
　我が国においても環境省は 2005
年から小児の環境保健に関する検
討会等を組織して、取り組むべき
課題の検討や海外の調査研究動向
の調査を行ってきた。2010 年か
らは全国調査を開始する予定で、
2008 年度からパイロット調査を開
始した。
　世界各国でコホート研究と呼ば
れる同一対象者を長期間追跡する
調査が計画されていることは、疫
学研究における疾病の原因究明に
おいてコホート研究が最も優れて
いるためである。さらに、子ども
に関する調査の場合には胎児期か
ら青年期に至るまでの成長発達過
程の時間軸全体に対する影響を評
価するためには継続した観察が必
須である。成人の健康は、生活習
慣病やがんの危険因子の探索や予
防などの観点から多くの大規模コ
ホート研究が世界各国で実施され
てきた。特に、子どもの健康に関
する調査研究の場合には、胎児か
ら出生後の成長過程の時期によっ
て環境との関わり合い方が異なる、
言い換えれば環境変化に対する感
受性が時期によって異なることが
特徴である。このような感受性は
身体のさまざまな器官の構造や機
能によっても異なることが知られ
ている。そのため、成長発達過程
に沿ったコホート研究の重要性は
成人の場合よりむしろ大きい。さ
らに、世界各国でこのような調査
研究が計画され、実施されている
背景には、子どもの成長発達には
遺伝的背景や社会経済的、および
文化的要因が大きく関わるために、
独自の調査研究が必要であるとの
認識がある（図表 1）。
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図表 1　子どもの成長・発達と環境要因およびその他の要因
参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
3  米国の大規模疫学研究
　現在、計画中ないし進行中の調査
研究の中で、世界で最も大規模なも
のは全米子ども調査である。2000
年に制定された小児保健法におい
て、国立小児保健発達研究所に全米
調査を実施する権限が与えられた。
政権交代のために予算獲得が困難
となり、本格調査の開始は遅れたが、
パイロット調査の実施、調査計画立
案、調査地域、調査実施機関の選定
作業など調査実行のための準備を
進めてきた。2009 年 1 月から正式
に本格調査が開始された 1）。
3-1
全米子ども調査の特徴
　全米子ども調査は多数の人々を
対象とした国家プロジェクトとし
ての調査研究のあり方について、
ひとつのモデルを提示していると
考えられる。この調査は疫学の用
語で言えば、前向きコホート研究
に分類されるものであるが、医学、
特に社会医学の中での疫学研究の
枠を遙かに超えて、実社会におけ
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る人々の生活と環境に関わる全て
の要素を取りこみ、それらの要因
と胎児・子どもの成長・健康・安
全との関連性を明らかにしようと
するものである。全米子ども調査
で対象とする環境は、物理的・化
学的環境に限ったものではなく、
遺伝要因、社会経済要因、ライフ
スタイルなども幅広く含む。一方、
このような多くの要因と、それに
よって引き起こされる可能性のあ
る全ての健康影響との関係解明を
研究課題とすることは不可能であ
る。そのため、調査研究の立案段
階で 100 を越える研究仮説につい
て検討した結果、現在では以下の
ような中心仮説を研究課題として
とりあげることとになった（図表
2）。仮説設定は連邦諮問委員会の
研究計画作業部会によって検討さ
れて、中心仮説が提案された。中
心仮説は大きく分けて、妊娠・出
産・生殖、子どもの身体・精神発
達、喘息、肥満、障害などと環境
汚染物質曝露、家族、地域、社会
的要因との関係、さらにそれらの
要因と遺伝要因との相互作用に関
する仮説などである。言い換える
と、全米子ども調査の研究課題は、
我が国の行政システムで言えば、
環境省のみ、また厚生労働省のみ、
文部科学省のみの各行政課題に限
定されるような狭いものではない。
まさに本格調査が開始されようと
している全米子ども調査は、10 万
人という対象者の規模や 20 年を越
える調査期間の長さ自体は、種々
の大規模コホート研究の中で突出
したものではない。しかしながら、
調査の裏付けとなる法律を新たに
制定するなど、まさしく国家プロ
ジェクトとしての疫学研究となっ
ている。
3-2
全米子ども調査の組織
および・予算規模
　全米子ども調査の組織は図表
3 に示すように国立衛生研究所
(NIH) の下部機関である国立小児
保健発達研究所にその中枢がおか
れているが、同様に NIH の下部機
関である国立環境衛生科学研究所、
環境保護庁、疾病対策防疫センター
が参加する省庁間連絡会議によっ
て、省庁間の協力体制と政策課題
との関連に関する調整を行ってい
る。全米子ども調査の調査実施の
主体となるのはプログラムオフィ
スと呼ばれる組織であり、ワシン
トン郊外にある。ここでは疫学・
医学・統計学・社会学などさまざ
まな分野の出身の専任スタッフ 23
名が、総務・会計、プロトコル策定、
環境測定、分析・試料保管、情報
【妊娠、出産】
1. 母親の糖代謝異常と先天異常
2. 炎症のメディエーターへの子宮内曝露による早産リスク
3. 生殖補助医療により出生した子どもの成長阻害、早産、先天異常、およ
び発育障害
4. 母親の亜臨床的な甲状腺機能低下症と神経発達障害妊娠異常
【神経発達と行動】
5. 非残留性農薬と神経行動学的認知機能低下
6. 出生前感染と神経発達異常
7. 遺伝－環境相互作用と行動
8. 出生前および周産期感染と統合失調症
【子どもの健康・発達と環境】
9. 子どもの健康、発達に対する家族の影響
10. 子どもの健康に対する地域コミュニティの影響
11. 子どもの健康、発達に対するメディア（テレビ、インターネット、ゲー
ム等）への曝露の影響
12. 社会的機関 ( 教育、宗教機関 ) と子どもの健康、発達との関係
13. 健康な成長発達の要因
【喘息】
14. 子どもの喘息における出生前の母親のストレスおよび遺伝の働き
15. 室内空気および大気汚染、空気アレルゲンへの曝露と喘息
16. 食品中の抗酸化物質と喘息
17. 喘息に対する社会環境の影響
18. 微生物構成成分、生成物への早い時期の曝露と喘息リスクの低減
19. 子どもの喘息、喘鳴リスク上昇における環境曝露と遺伝との相互作用
【肥満と成長】
20. 母親の糖代謝異常と肥満、インシュリン抵抗性
21. 子宮内成長阻害と肥満、インシュリン抵抗性
22. 母乳と肥満、インシュリン抵抗性出現率の低下
23. 食物繊維、全粒粉、高グリセミックインデックス食品と肥満、インシュ
リン抵抗性
24. 遺伝および環境曝露と I 型糖尿病
【傷害】
25. 反復的軽度脳障害と神経認知発達
26. 環境の生物学的、身体的、心理的要素およびそれらの遺伝との相互作用
と小児期、思春期の攻撃性
27. 先天的要因と精神的外傷
【生殖】
28. 内分泌撹乱物質と生殖機能の発達
図表 2　全米子ども調査における中心仮説
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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技術、データ管理・セキュリティ、
広報・地域調整に関する部署に配
置されている。さらに、コーディ
ネイティングオフィスと呼ばれる
受託契約を結んだ民間機関が、日
常的な調整・支援業務を行ってい
る。コーディネイティングオフィ
スでもプログラムオフィスにおけ
る専門職種にほぼ対応する専門家
とその補助者が働き、全米各地に
ある調査センターとの連絡調整等
の業務を行っている。
　全米子ども調査では、全米で約
10 万人が参加することを目標とし
て、層別確率抽出により全米を代
表するように 105 の調査サイトが
選ばれた。各調査サイト内の特定
の地区の近隣世帯から妊娠可能な
年齢の女性に調査に参加するよう
に協力を求めるという方式が採ら
れている。調査は出生児が 21 歳
になるまで追跡調査が継続される
計画である。ひとつもしくは複数
の調査サイトを統括する調査セン
ターは全米から公募によって 50
程度選ばれる予定となっている。
2008 年末時点で 27 の調査セン
ターが決定している。また、この
他に 2005 年から予備調査を実施
してきた 7 つの先行調査センター
も、引き続き調査センターの役割
を担うこととなっている。調査セ
ンターの多くは各地の大学が中心
となり、近隣の大学や医療機関と
共同調査研究組織を構成している。
これらの調査センターがプログラ
ムオフィスならびにコーディネイ
ティングオフィスの下で現地調査
を担うことになる。
　全米子ども調査の年度毎の予算
規模は図表 4 に示す通りである。
計画段階ですでに約 50 億円が費
やされ、2008 年度には年間約 100
億円に達している。
3-3
全米子ども調査の
調査項目と手段
　全米子ども調査における調査項
目は、健康影響に関するものと環
境曝露に関するものに大別できる
（図表 5）。情報収集の手段として
は、家庭訪問もしくは電話による
質問票調査、臍帯血・血液・母乳
等の生体試料の収集とそれらの試
料中の各種曝露指標、影響指標、
科学技術動向研究センターにて作成
図表 3　全米子ども調査の組織図
計画段階 調査準備段階
年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
予算額 1.0 3.2 6.1 10.6 10.6 11.0 12.1 69.0 110.9
図表 4　全米子ども調査の予算規模の変遷（単位：百万ドル）
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　質問票（母、父）
家族構成、人口統計学的変数、健康状態、既往歴、
収入、食事、生活時間行動、家屋特性、ペット、
家庭用品使用、職業、趣味、他
　生体試料
臍帯血
内分泌撹乱物質、ホルモン、感染・炎症・免疫・
アレルギーマーカー、グルコース代謝、化学物質
（金属、有機フッ素化合物、他）、遺伝子マーカー
血液（母、父）
内分泌撹乱物質、ホルモン、感染・炎症・免疫・
アレルギーマーカー、グルコース代謝、化学物質
（金属、有機フッ素化合物、他）、遺伝子マーカー
母乳 抗酸化物質、植物エストロゲン、化学物質
尿（母、父、子ども） ドラッグ、化学物質、コチニン、他
膣スワブ 細菌感染、抗体、サイトカイン
胎盤、臍帯、胎便 抗体、サイトカイン、化学物質、他
毛髪、爪、唾液（母、父、子ども） コチニン、水銀、コルチゾル
　環境試料
室内空気
粒子状物質、揮発性有機化合物、アルデヒド類、
窒素酸化物、オゾン、一酸化炭素、他
ハウスダスト アレルゲン、エンドトキシン、金属、殺虫剤類
飲料水
消毒副生成物、揮発性有機化合物、金属類、殺虫
剤類、大腸菌、他
土壌 金属、殺虫剤類、
騒音
　医学的検査
体格（母、父、子ども） 身長、体重、腹囲、皮厚、他
血圧
超音波検査
臨床検査（妊娠、新生児）
精神身体発達
（　）内は調査実施対象
図表 5　全米子ども調査の調査項目の概要
科学技術動向研究センターにて作成
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ングオフィス
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4  欧州等の各国での調査研究
遺伝子マーカーの分析、対象者世
帯の室内空気、飲料水等の環境試
料の収集と試料中の化学物質等の
分析、医療機関での臨床検査デー
タや各種医学的検査による精神身
体発達検査など多岐にわたってい
　世界各国での環境と健康に関す
る主な小児コホート研究を図表 6
に示した。米国以外で国家プロジェ
クトとして大規模出生コホート研
究を実施しているのはノルウェー
とデンマークの北欧 2 か国である。
ノルウェーでは 1999 年から開始
されて、順次、妊婦が登録され、
2007 年までに約 9 万人が調査に
参加している。追跡は 6 歳まで行
うこととなっている。デンマーク
では 1997 年から開始されて 2002
年までに約 10 万人が参加してい
る。追跡の期限は特に設けられて
いない。両国での調査項目は妊娠、
出産、子どもの発達、喘息等の疾
患である。全米子ども調査とは異
なり、仮説を設定して調査を実施
するのではなく、できる限り多く
の情報を収集することを目的とし
ている。両国ともに出産や医療に
関する各種登録制度が整備されて
いることが、この調査実施のため
の基盤として機能している。
　韓国においても、環境省が主体
となって、ソウルなどの 3 都市に
おいて、5 歳まで追跡調査を実施
する予定で調査が 2006 年から開
始されている。調査項目は血液、
尿中のバイオマーカー等の測定や
身体・精神発達、アレルギーや喘
息などであり、環境中からの曝露
が母親と子どもの健康に及ぼす影
響を調べることを目的としている。
全米子ども
調査
デンマーク出生
コホート調査
ノルウェー母と
子コホート調査
ボストンコホート
調査
オスウィーゴ新生
児幼児発達調査
ロチェスター長期
鉛調査
ミシガンコホート
調査
クリーブランドコ
ホート調査
メキシコシティ鉛調査
シンシナティ鉛調査
北海道コホート
調査
東北コホート調査
ノースカロライナコ
ホート調査
フェロー諸島コホー
ト調査
ジャーマンコホート
調査
ユーゴスラビア調査
ドイツ環境調査
韓国母体コ
ホート調査
図表 6　世界各国での環境と健康に関する主な小児コホ トー研究
参考文献 3) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
る。先に示した仮説の根幹には遺
伝－環境相互作用があり、調査項
目にもそれが反映されている。調
査は妊娠前・妊娠中各期・新生児
期・乳児期・少年期・青年期など
それぞれの時期で実施することが
予定されている。それぞれの時期
によって調査項目も異なり、対象
者は母と子だけでなく、父も含ま
れている。
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5  日本の動向
5-1
従来の調査研究
　我が国では北海道大学が中心と
なって実施されている北海道コ
ホート研究が最も大規模なもので
ある 4）。この調査は北海道全域で
2002 年から 2005 年までの間に
約 2 万人の妊婦の登録を目標とし
て調査が開始された。出生後 5 ～
6 歳まで追跡調査を実施する計画
となっており、現在進行中である。
この調査は先天異常と内分泌撹乱
物質に対する感受性の解明を目的
としている。研究項目としては、
母体血、臍帯血、母乳中の種々の
内分泌撹乱物質の測定ともに遺伝
子解析も行っている。
　また、独立行政法人科学技術振
興機構の計画型研究開発「日本に
おける子どもの認知・行動発達に
影響を与える要因の解明」（2004
～ 2008 年度）、いわゆる「すくす
くコホート」が 2004 年から開始さ
れた。この研究は、社会・生活環
境が心身や言葉の発達に与える影
響やそのメカニズム、特に社会能
力の神経基盤および発達期におけ
る獲得過程について、乳幼児を対
象としたコホート研究により解明
することを目的として計画された。
しかしながら、2006 年 7 月の中
間評価において、長期研究の意義
は認められたたものの、統合的な
研究計画や重要な細部の設計が進
んでいないことなどの理由から、
長期研究を実行に移すことは妥当
ではないという評価を受けて、こ
のコホート研究は 2008 年度で中
止されることになった 5）。
　厚生労働省は 2001 年 1 月 10
日～ 17 日の間および 7 月 10 日～
17 日の間に出生した全国の子ども
約 5 万人を対象として、対象者を
長期間追跡調査する「21 世紀出生
児縦断調査」を実施している 6）。こ
の調査は 21 世紀の初年に出生し
た子どもの実態および経年変化の
状況を継続的に観察することによ
り、少子化対策など、厚生労働行
政施策の企画立案および実施等の
ための基礎資料を得ることを目的
としている。調査項目は保育者、
同居者、就業状況、労働時間、父
母の家事・育児分担状況、住居の
状況、子育てで意識していること、
子どもをもってよかったと思うこ
と、子どもをもって負担に思うこ
と、子育ての不安や悩みの有無、
授乳の状況、収入の状況、子ども
の食事、健康、生活、遊びなどで
あり、質問票を用いて、毎年繰り
返し調査を実施している。この調
査は厚生労働省統計情報部が担当
し、承認統計として実施されてい
る。この調査項目の中には、子ど
もの成育環境と父母の子育て意識
など、全米子ども調査の仮説にも
ある内容が含まれている。出生日
が限定されているものの（2001 年
出生数の約 4.6%）、全国民が対象
となっており、第 1 回調査票回収
率は 87.7% とかなり高率である。
各年度の回収率も 90% を越えて
おり、第 6 回の 2007 年で約 3 万
9 千人の調査票が回収されている。
非常に高い追跡率は国の統計調査
として実施していることによる要
因が大きいと考えられる。一方、
調査手法は郵送法によるものであ
り、調査項目は自己記入式質問票
に限定されている。
5-2
環境省の環境保健に関する
新たな動き
　環境省では、2003 年から小児
等の環境保健に関する国際シンポ
ジウムの開催や小児環境保健に
関する調査研究を開始している。
2006 年には「小児の環境保健に関
する懇談会」の提言をうけて、小
児環境保健に関する重点プロジェ
クト研究を開始して、大規模疫学
研究の必要性について検討をはじ
めた。これらの検討結果に基づい
て、2008 年度から「子どもの環境
と健康に関する全国調査」のパイ
コアセンター
（国立環境研究所）
ユニットセンター
������
参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
図表 7　環境省の「子どもの環境と健康に関する全国調査」の実施体制
科 学 技 術 動 向　2009年 3月号
26
ロット調査を開始した。2010 年
度から本格調査に移行して、全国
規模で約 6 万人を目標として、12
歳までの追跡調査を実施する予定
となっている。まず、ユニットセ
ンターと呼ばれる大学・研究機関
の社会医学、産婦人科、小児科等
で構成される組織が全国で 10 カ
所程度選定される。これらのユニッ
トセンターが地域の医療機関の協
力のもとで妊婦の登録・生体試料
の採取等、対象者との接する場の
調査を担うこととなっている。ま
た、独立行政法人国立環境研究所
にコアセンターを置き、調査全体
の企画・調整、生体試料の保管、デー
タ情報管理などを行うこととなっ
ている（図表 7）。調査項目は、各
種化学物質への曝露と身体・精神
発達、先天異常、アレルギー、代謝・
内分泌系異常との関連性、ならび
にそれらの関連要因など、全米子
ども調査と類似した項目が検討さ
れている（図表 8）。これらの調査
項目は、仮説の公募等の検討プロ
セスを経て、最終的に決められる
予定となっている。また、調査期
間は対象者が 12 歳までの予定で
開始されるが、調査期間の延長に
関する妥当性や生体試料の保存期
間などの再評価が調査終了予定時
期までに行われるものと思われる。
妊娠健診時に妊婦に
参加依頼・登録
出産
子どもの成長
歳まで
質問票調査
妊婦の健診・採血
質問票調査
出生児、母親の健診
臍帯・臍帯血の採取
質問票調査
医学的検査
データ・生
体試料の
収集・保
管
化学物質
等の測定
データの
解析
図表 8　環境省の「子どもの環境と健康に関する全国調査」の概要
参考文献 7) を基に科学技術動向研究センターにて一部修正
6  今後の課題と展望
　近年、他の分野においても世界
各国で国が主導した大規模な「人」
を対象とした調査研究が見られる。
このような調査研究は「人」に関す
る多種多様な情報を国家戦略とし
て収集し、将来の国民の健康と医
療に関わる知的財産を蓄積しよう
とする意図が働いているものと考
えられる。例えば、英国では生活
習慣、環境および遺伝の影響を調
べるために成人 50 万人を目標と
した調査が実施されている 8）。我
が国でも「オーダーメイド医療実
現化プロジェクト」では遺伝子解析
のために 2003 年から 2007 年ま
での 5 年間で約 200 億円の予算を
投じて、約 20 万人の血液試料を
収集した。同様の研究は米国でも
実施されており、科学技術分野の
国家戦略として、調査研究が企画、
実行されている。全米子ども調査
についてもこのような位置づけを
することもできる。
　一方、喫煙と肺がんの関係を明
らかにした英国の疫学研究や我が
国のがん発症の関連因子について
の知見を明らかにしてきている厚
生労働省多目的コホート研究など、
国際的にも成人を対象とした多く
の大規模疫学研究はあるものの、
胎児・子どもを対象とした大規模
疫学研究はこれまで多くはなかっ
た。子どもの健康と環境に調査研
究が各国で推進されるようになっ
たのは、1997 年の G8 環境大臣会
議での「マイアミ宣言」などにみら
れるように子どもの脆弱性に対す
る関心が国際的に高まったことが
背景にあるが、それとともに国民
の健康と医療に関わる知的財産を
蓄積しようとする国家戦略がある
と考えられる。
　厚生労働省の「21 世紀出生児縦
断調査」、厚生科学研究費補助金で
実施されている我が国における先
駆的な研究である北海道コホート
研究、（独）科学技術振興機構の事業
で実施された「すくすくコホート」
研究、環境省が計画している「子ど
もの環境と健康に関する全国調査」
など、行政および学術の両方面に
おいて子どもの成育環境に対する
関心が高まっている。それぞれの
調査研究は固有の目的があって計
画されたものである。また、個々
の調査の目的、課題は全米子ども
調査の種々の仮説と類似している。
しかし、それらを包括して国家プ
ロジェクトとして実施しようとし
ている米国の取り組みとは国家戦
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略という意味では隔たりがある。
コホート研究実施の困難さや、子
どもの健康および成長発達には多
種多様な要因が相互に関わること
を考慮すれば、共通の基盤の上で、
各分野における目的や仮説を検証
するための方策を探ることが、調
査研究の科学的合理性や効率の面
から必要である。
　子どもの健康と環境に関する世
界中の多くの調査で共通している
ことは長期コホート研究として計
画されていることである。このこ
とはすでに述べたように、胎児か
ら成人に至るまでの成長発達過程
の全体における健康とそれに関わ
る多面的な要因に関する評価のた
めにコホート研究が必要であると
いうことが認識されていることに
因る。一方、我が国ではすくすく
コホート研究では長期コホート研
究の重要性については研究評価者
も認めていたにもかかわらず、研
究遂行のための体制が整っていな
いなどの理由で長期コホート研究
の実施を否定する結果となった。
このことは、長期的な予算の確保
や専門家の不足、および公的な支
援システムの欠除など、多数の人々
が生活する場そのものを長期間に
わたって調査研究の対象とするコ
ホート研究実施の我が国での困難
さを象徴している。
　また、全米子ども調査では長期
間にわたって調査対象者の協力を
継続して得るために、さまざまな
手法を調査に組み込んでいる。対
象者本人とのコミュニケーション
を重視することは当然のことであ
るが、さまざまなレベルの地域組
織・機関・関係団体との協力関係
を構築し、それを維持するための
専門家を各地域の調査センターと
中枢部門に配置している。全米子
ども調査ではこの部門をコミュニ
ティ・アウトリーチと呼んでいる。
「すくすくコホート」の例をはじめ
として従来の日本の疫学研究でも、
「根回し」に相当するコミュニティ・
アウトリーチの重要性を研究担当
者は認識していたと考えられる。
しかしながら、それは研究遂行の
ために配慮すべき観点として考え
られていたにとどまり、調査組織
や研究要素として組み込まれたも
のになっていなかった。
　個人情報保護に対する関心の高
まりなど、調査実施主体と被調査
者との関係は大きく変化している。
国民の健康と医療に関わる知的財
産を蓄積しようとする国家的な大
規模調査のいずれにも当てはまる
ことではあるが、調査成果が個人
と公衆の健康・福祉の向上、およ
び環境保全などにどのように活か
されるのかを被調査者に正確に、
かつわかりやすく伝えていくこと
を、組織的に実行する必要がある。
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